
政府管掌年金事業等の運営の改善のための国民年金法等の一部を改正する法律の 

一部の施行に伴う経過措置に関する政令 

（平成二十六年十月三十一日政令第三百五十三号） 《抜粋》 

（最終改正：平成三十年三月三十日政令第百十五号） 

 

（平成二十六年改正法附則第五条第一項の政令で定める規定）  

第一条  政府管掌年金事業等の運営の改善のための国民年金法等の一部を改正する

法律（以下「平成二十六年改正法」という。）附則第五条第一項の政令で定める規

定は、次のとおりとする。 

一 国民年金法等の一部を改正する法律（昭和六十年法律第三十四号。以下「昭和

六十年改正法」という。）附則第三十二条第一項の規定によりなお従前の例によ

るものとされた昭和六十年改正法第一条の規定による改正前の国民年金法（昭和

三十四年法律第百四十一号）第十九条の規定 

二 昭和六十年改正法附則第三十二条第一項の規定によりなお従前の例によるも

のとされた昭和六十年改正法附則第二条第一項の規定による廃止前の通算年金

通則法（昭和三十六年法律第百八十一号。以下「廃止前通則法」という。）第十

一条の規定 

三 昭和六十年改正法附則第三十二条第十二項の規定によりなお従前の例による

ものとされた廃止前通則法第十一条の規定 

 

（平成二十六年改正法附則第七条第一項の政令で定める規定） 

第二条  平成二十六年改正法附則第七条第一項の政令で定める規定は、次のとおり

とする。 

一 昭和六十年改正法附則第七十八条第一項の規定によりなお従前の例によるも

のとされた昭和六十年改正法第三条の規定による改正前の厚生年金保険法（昭和

二十九年法律第百十五号。次条第一号及び第二号において「旧厚生年金保険法」

という。）第三十七条の規定 

二 昭和六十年改正法附則第七十八条第一項の規定によりなお従前の例によるも

のとされた廃止前通則法第十一条の規定 

三 昭和六十年改正法附則第七十八条第十一項の規定によりなお従前の例による

ものとされた廃止前通則法第十一条の規定 

四 通算年金制度を創設するための関係法律の一部を改正する法律（昭和三十六年

法律第百八十二号）附則第三条第一項の規定によりなお従前の例によるものとさ

れた同法第二条の規定による改正前の厚生年金保険法第三十七条の規定 

五 昭和六十年改正法附則第八十七条第一項の規定によりなお従前の例によるも

のとされた昭和六十年改正法第五条の規定による改正前の船員保険法（昭和十四

年法律第七十三号。次号及び次条第三号において「旧船員保険法」という。）第

二十七条ノ二の規定 



六 昭和六十年改正法附則第八十七条第十三項の規定によりなお従前の例による

ものとされた旧船員保険法第二十七条ノ二の規定 

七 昭和六十年改正法附則第八十七条第一項の規定によりなお従前の例によるも

のとされた廃止前通則法第十一条の規定 

八 昭和六十年改正法附則第八十七条第十三項の規定によりなお従前の例による

ものとされた廃止前通則法第十一条の規定 

九 厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成八年法律第八十二号。以下「平

成八年改正法」という。）附則第十六条第一項の規定により適用するものとされ

た被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する

法律（平成二十四年法律第六十三号。以下この号及び次条第七号において「平成

二十四年一元化法」という。）附則第三十七条第一項の規定によりなおその効力

を有するものとされた平成二十四年一元化法第二条の規定による改正前の国家

公務員共済組合法（昭和三十三年法律第百二十八号）第四十五条の規定 

十 平成八年改正法附則第十六条第二項の規定によりなお従前の例によるものと

された国家公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭和六十年法律第百五

号。第十三号において「昭和六十年国共済改正法」という。）第一条の規定によ

る改正前の国家公務員等共済組合法（昭和三十三年法律第百二十八号。次号及び

次条第八号において「旧国共済法」という。）第四十五条の規定 

十一 平成八年改正法附則第十六条第七項の規定によりなお従前の例によるもの

とされた旧国共済法第四十五条の規定 

十二 平成八年改正法附則第十六条第七項の規定によりなお従前の例によるもの

とされた平成八年改正法第二条の規定による改正前の国家公務員等共済組合法

（次条第六号において「平成八年改正前国共済法」という。）第四十五条の規定 

十三 昭和六十年国共済改正法附則第三条第一項の規定によりなお従前の例によ

るものとされた廃止前通則法第十一条の規定（平成八年改正法附則第三条第八号

に規定する旧適用法人共済組合員期間を有する者に適用される場合に限る。） 

十四 厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための

農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律（平成十三年法律第百一号。

以下「平成十三年統合法」という。）附則第十六条第一項の規定によりなおその

効力を有するものとされた平成十三年統合法附則第二条第一項第一号に規定す

る廃止前農林共済法第二十八条の規定 

十五 平成十三年統合法附則第十六条第二項の規定によりなおその効力を有する

ものとされた平成十三年統合法附則第二条第一項第三号に規定する廃止前昭和

六十年農林共済改正法（以下この号において「廃止前昭和六十年農林共済改正法」

という。）附則第五条第一項の規定によりなお従前の例によるものとされた廃止

前昭和六十年農林共済改正法による改正前の農林漁業団体職員共済組合法（昭和

三十三年法律第九十九号）第二十八条の規定 

 



（平成二十六年改正法附則第七条第二項の政令で定める保険給付）  

第三条  平成二十六年改正法附則第七条第二項の政令で定める年金たる保険給付は、

次のとおりとする。  

一 旧厚生年金保険法による通算遺族年金及び特例遺族年金  

二 旧厚生年金保険法附則第十六条第一項の規定により従前の遺族年金、寡婦年金、

鰥夫年金又は遺児年金の例によって支給する保険給付 

三 旧船員保険法による遺族年金及び通算遺族年金 

四 昭和六十年改正法附則第百十一条の規定による改正前の厚生年金保険法等の

一部を改正する法律（昭和五十一年法律第六十三号）附則第十八条の規定による

特例遺族年金 

五 船員保険法の一部を改正する法律（昭和三十七年法律第五十八号）附則第三項

の規定により従前の寡婦年金、鰥夫年金又は遺児年金の例によって支給する保険

給付 

六 平成八年改正法附則第十六条第三項の規定により厚生年金保険の実施者たる

政府が支給するものとされた平成八年改正前国共済法による遺族共済年金 

七 平成八年改正法附則第十六条第三項の規定により厚生年金保険の実施者たる

政府が支給するものとされた平成二十四年一元化法附則第三十七条第一項に規

定する改正前国共済法による年金である給付のうち遺族共済年金 

八 平成八年改正法附則第十六条第三項の規定により厚生年金保険の実施者たる

政府が支給するものとされた旧国共済法による遺族年金及び通算遺族年金 

九 平成十三年統合法附則第十六条第四項に規定する移行農林共済年金のうち遺

族共済年金 

十 平成十三年統合法附則第十六条第六項に規定する移行農林年金のうち遺族年

金及び通算遺族年金 

 

（平成二十六年改正法附則第九条の政令で定める日） 

第四条  平成二十六年改正法附則第九条の政令で定める日は、平成二十七年六月三

十日とする。 

 

（日本国籍を有しない者に対する未支給の脱退一時金の支給を請求することができ

る者に関する経過措置） 

第十七条  国民年金法附則第九条の三の二第七項において準用する同法第十九条第

一項の規定により未支給の同法による脱退一時金の支給を請求することができる

者については、同条の規定により未支給の年金の支給を請求することができる者と

みなして、平成二十六年改正法第一条の規定による改正後の国民年金法第十四条の

二第二項の規定を適用する。 

 

第十八条  厚生年金保険法附則第二十九条第九項において準用する同法第三十七条



第一項の規定により未支給の同法による脱退一時金の支給を請求することができ

る者については、同条の規定により未支給の保険給付の支給を請求することができ

る者とみなして、厚生年金保険法第二十八条の二第二項の規定を適用する。 


